
基本的施策 想定される取組内容 令和８年度実施事業 令和７年度実績 令和6年度実績 担当課
1　人権擁護の推進
 国・県等の関係機関と連携し、具体的に生じた差別や人権
侵害事象に迅速な対応をするとともに、事象の検証を行い
総合的な支援に努めます。また、インターネット上での人
権侵害行為に対しては、インターネットを悪用することな
くお互いの人権を尊重できるよう、国や県と連携しながら
インターネット掲示板の管理者に対し削除要請を行ってい
きます。併せて国に実効性のある法律の整備を要望してい
きます。

〇人権擁護委員協議会活動を支援し、人権擁護委員との連携
を図りながら人権啓発活動を行う。
〇人権擁護委員による特設人権相談所の設置・広報
〇人権週間（12/4〜12/10）の広報
〇全国一斉｢女性の人権ホットライン｣強化週間広報
〇ネットモニタリングの実施
〇相談支援窓口「人権福祉センター」の体制充実、相談員の
資質向上

・啓発物品配布・人権の花等啓発
 活動、広報誌・町内放送・広報
 車巡回による広報活動等
・さざんか会館、各総合支所に特
 設人権相談所を設置
・削除要請

・啓発物品配布・人権の花等啓発
 活動、広報誌・町内放送・広報
 車巡回による広報活動等
・さざんか会館、各総合支所に特
 設人権相談所を設置
・削除要請7件
（うち削除実績０件）

・啓発物品配布・人権の花等啓発
 活動、広報誌・町内放送・広報
 車巡回による広報活動等
・さざんか会館、各総合支所に特
 設人権相談所を設置
・削除要請6件
（うち削除実績０件）

人権推進課

〇相談・支援体制の充実
〇人権福祉センター相談支援事業

 中央人権福祉センター、各地区人権福祉センター（10箇
所）による人権相談、生活上の様々な困りごとの相談支援。
 専門相談員（カウンセラー・弁護士：予約制）による支援

【人権相談】
【生活相談】

【人権相談】延べ1,418件
【生活相談】延べ1,323件

【人権相談】延べ874件
【生活相談】延べ972件

中央人権
福祉センター

〇相談支援担当者会の実施

 人権尊重の視点での相談者対応を行うため、各人権福祉セ
ンターの相談担当職員、鳥取市社会福祉協議会の生活支援
コーディネーター、各地域包括支援センターの認知症地域支
援推進員を対象に毎月１回開催。各センターが受けた具体的
事例や相談内容を参考にケース検討。

【相談支援担当者会】 【相談支援担当者会】
 実施回数：8回、
 出席人数：延べ280人

【相談支援担当者会】
 実施回数：8回、出席人数：延べ325人

中央人権
福祉センター

〇人権交流プラザの利用促進

 施設の利用促進を図り、相談窓口の周知に繋げる。
・人権交流プラザ利用人数 ＊内部改修工事のため、令和7年度末まで

貸館業務を休止。
＊内部改修工事のため、令和7年度の工事
完了まで貸館業務を休止。

中央人権
福祉センター

〇各種研修会参加および隣保館連絡協議会との連携

 庁内関係課や外部の関係機関が開催する人権に関する研修
会や、全国・県隣保館連絡協議会と相互連携し、情報交換や
各種研修会参加により職員の資質向上、スキルアップを図
る。

【全国・県・東部地区隣保館連絡協議会】
・全国隣保館連絡協議会主催研修会
・鳥取県隣保館連絡協議会主催研修会
・東部地区隣保館連絡協議会主催研修会
・隣保事業全国研究交流大会
【庁内関係課・外部関係機関】
・生活困窮者自立支援全国研究交流大会
・県主催市町村職員相談対応研修会

【全国・県・東部地区隣保館連絡協議会】
・全国隣保館連絡協議会主催研修会
・鳥取県隣保館連絡協議会主催研修会
・東部地区隣保館連絡協議会主催研修会
・隣保事業全国研究交流大会
【庁内関係課・外部関係機関】
・生活困窮者自立支援全国研究交流大会
・県主催市町村職員相談対応研修会

【全国・県隣保館連絡協議会】
・全国隣保館連絡協議会主催研修会
・鳥取県隣保館連絡協議会主催研修会
・隣保事業全国研究交流大会
【庁内関係課・外部関係機関】
・生活困窮者自立支援全国研究交流大会
・県主催市町村職員相談対応研修会

中央人権
福祉センター

鳥取市人権施策基本方針第３次改訂　実施事業一覧（基本的施策）

 人権が侵害されるおそれのある人や、現に侵害されてい
る人に対しては、解決のための助言や一時的な保護を行う
など、相談・支援体制の整備、充実を図る必要がありま
す。人権問題の相談は、同時に生活困窮をはじめ福祉、就
労、教育、住宅等の分野にわたる場合や、心理的ケアが必
要なケースもあり、当事者本人に寄り添った個別的・包括
的・継続的な相談支援に努めていきます。こうした市民の
多様で複雑化する人権相談等に対応するため、支援や制
度・各相談機関等の存在の周知に努めるとともに、相談に
応じる側の専門性を向上させ、他機関との連携を図ること
ができる人材育成を行う必要があります。生活困窮者の相
談支援の窓口である「中央人権福祉センター(パーソナルサ
ポートセンター)」や各地域の相談支援の窓口である「人権
福祉センター」をはじめ、ドメスティック・バイオレンス
(Ｐ38参照)(以下「ＤＶ」という。)、いじめ、高齢者や子
どもへの虐待、ひきこもり、ヤングケアラーなど、深刻化
する人権相談に対する各種相談員の資質向上に取り組むと
ともに、支援機関等とも連携した包括的支援体制を構築
し、支援体制の充実に努めます。

資料１
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基本的施策 想定される取組内容 令和８年度実施事業 令和７年度実績 令和6年度実績 担当課

鳥取市人権施策基本方針第３次改訂　実施事業一覧（基本的施策）

〇連携による総合的支援体制の強化
 差別や人権侵害、犯罪被害者に対しては、被害を受けた
人が自立に至るまでの総合的な支援を行うことが必要で
す。県や警察、法務局等との密接な連携や適切な役割分担
により、総合的な支援体制を強化し、迅速な対応に努めま
す。

〇関係機関と連携した当事者支援
・生活困窮者
・犯罪被害者等支援
・DV被害者支援
・虐待、ひきこもり、いじめ、ヤングケアラー

・パーソナルサポートセンター
・鳥取県犯罪被害者支援センター
・性暴力被害者支援センター
・こども家庭センター
・総合教育センター など

・パーソナルサポートセンター
・鳥取県犯罪被害者支援センター
・性暴力被害者支援センター
・こども家庭センター
・総合教育センター など

・パーソナルサポートセンター
・鳥取県犯罪被害者支援センター
・性暴力被害者支援センター
・こども家庭センター
・総合教育センター など

人権推進課

（2）人権意識の高揚を図る取組
〇市民集会等の開催

 鳥取市人権教育協議会や関係団体と連携し、「人権尊重社
会を実現する鳥取市民集会」を開催するほか、各総合支所や
各人権福祉センターにおいても様々な人権に関する研修会や
講演会を開催。

・第52回鳥取市民集会（10/7開催）
 1日開催
※引き続き麒麟のまち圏域参加
・各支所主催研修会

・第51回鳥取市民集会（8/7開催）
 1日開催  参加者数 1,067人
※引き続き麒麟のまち圏域参加
・各支所主催研修会  全支所実施
 参加者数 461人

・第50回鳥取市民集会（8/23開催）
 1日開催  参加者数 1,136人
※麒麟のまち圏域に参加範囲を拡大
・各支所主催研修会  全支所実施
 参加者数 652人

人権推進課

〇人権とっとり講座の開催

 様々な人権問題について市民に学習の機会を提供すること
を目的に、毎年テーマを決め講座を開催。

テーマ「なにが問題？どこに問題？」
・6講座1講演 7回

テーマ「その問題、誰かのことじゃな
い。」
・6講座1講演 7回
・参加者数 489人

テーマ「誰もが『自分』を生きていく力を
…」
・6講座1講演 7回
・参加者数 562人

人権推進課

〇人権教育推進員による啓発活動

 市民への人権教育・啓発を行うため人権教育推進員を配
置、企業や地域の研修会に派遣し、講師・指導助言を行い、
人権教育・啓発の推進を図っている。

集合研修を中心に実施し、コロナ禍以前の
開催状況への復調を図る。

集合研修を中心に実施し、コロナ禍以前の
開催状況への復調を図る。
・企業研修派遣回数  34回
・地区研修会派遣回数 164回

集合研修を中心に実施し、コロナ禍以前の
開催状況への復調を図る。
・企業研修派遣回数 61回
・地区研修会派遣回数 181回

人権推進課

〇人権標語・ポスターの募集・掲示

 人権に関する標語・ポスターを学校や企業から募集し、人
権を尊重する意識の高揚を図るとともに、作品を市内の主要
な場所に掲示して人権啓発を図る。

・11/28開催の人権フォーラムにて表彰
 式
・市公共施設、小中学校等、保
 育園、地区公民館などにポ
 スター掲示

・12/６開催の人権フォーラムにて表彰
 式
・市公共施設、小中学校等、保
 育園、地区公民館などにポ
 スター掲示

・12/7開催の人権フォーラムにて表彰
 式
・市公共施設、小中学校等、保
 育園、地区公民館などにポ
 スター掲示

人権推進課

〇公益財団法人鳥取市人権情報センターとの 連携

 人権情報センターは人権に関する専門機関として、セン
ターの特色である市民参加型の手法を取り入れながら、市か
らの人権とっとり講座やネットモニタリング等の業務委託を
はじめ、専門性を活かした様々な研修会や市民団体への活動
支援等の事業を実施している。

連携事業
・鳥取市民集会、人権とっとり講座、
 人権フォーラム
・ネットモニタリング
・市報＠じんけん、啓発冊子作成等への
 アドバイザー
・市人権教育推進員の派遣

連携事業
・鳥取市民集会、人権とっとり講座、
 人権フォーラム
・ネットモニタリング
・市報＠じんけん、啓発冊子作成等への
 アドバイザー
・市人権教育推進員の派遣

連携事業
・鳥取市民集会、人権とっとり講座、
 人権フォーラム
・ネットモニタリング
・市報＠じんけん、啓発冊子作成等への
 アドバイザー
・市人権教育推進員の派遣

人権推進課

〇地域における啓発の促進
 地域に根ざした人権啓発を推進するため、市民の自主的活
動を推進する目的で、鳥取市地区人権啓発推進協議会連合会
研修や各地区人権同和教育推進協議会等（52地区）が行う自
主学習の支援を行っている。

・連合会関係会議
 総会5/19開催
 理事会4回開催
・小地域懇談会

・連合会関係会議
 総会5/16開催
 理事会4回開催
・小地域懇談会
 参加者数 6,021人

・連合会関係会議
 総会5/17開催
 理事会6回開催
・小地域懇談会
 参加者数 5,661人

人権推進課

 すべての人々が、命の大切さについて自覚し、人権問題
を単に知識として理解するのみでなく、あらゆる差別や人
権問題を自らの課題として真摯に受け止めていくことが不
可欠です。それに加え、情報社会では、インターネット上
の情報を適正に活用しつつ、自らも情報発信による誹謗中
傷の加害者にならないよう、情報モラル教育や啓発の取組
も必要です。日常の生活の中で、人権問題に敏感に気づく
ような感性を育み、あらゆる場面に生かすことができるよ
う人権意識の高揚を図っていく必要があります。
 そのため、関係機関や市民団体等と連綿と取り組んでき
た協働・連携による各種集会や講演会等を継続して開催す
ることや、多様な実施主体による自主的な学習や研修等の
活動を支援することで、人権意識の高揚を図る教育・啓発
の一層の推進に努めていきます。
子どもたちに対しては、発達段階及び地域の実情を踏ま
え、家庭・学校・地域などが、それぞれの役割を担いなが
ら、協働して取り組んでいける人権教育を推進していきま
す。
 なお、本市の学校における人権教育に関しては、市教育
委員会が策定の「学校人権教育推進プラン」によって、そ
の考え方や取組を示し、人権尊重の精神を涵養する教育を
一層進めていきます。そうした教育・啓発の際に作成・配
布する啓発冊子や資料についても、少しでも人権意識の高
揚につながる内容や表現となるよう、常に工夫を凝らして
作成していきます。
人権意識を高める啓発のあり方については、人権に関する
専門機関である公益財団法人鳥取市人権情報センター等と
協力し、啓発手法の検討やデジタル化社会に対応した取組
を進めていきます。
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基本的施策 想定される取組内容 令和８年度実施事業 令和７年度実績 令和6年度実績 担当課

鳥取市人権施策基本方針第３次改訂　実施事業一覧（基本的施策）

〇広報誌・啓発冊子等による啓発

・市報「シリーズ＠じんけん」隔月掲載
［テーマ］
インターネット（市報5月号）、同和問題
（部落差別）（8月号）、外国人（11月
号）、男女共同参画（2月号）  年4回掲
載

［テーマ］
ハラスメントに関する人権問題（市報5月
号）、同和問題（部落差別）（8月号）、
災害における人権問題（11月号）、男女共
同参画白書から考える固定的な性別役割分
担意識（2月号）  年4回掲載

［テーマ］
こどもの人権（市報5月号）、鳥取市民集
会（8月号）、世界人権宣言・人権週間
（11月号）、アンコンシャス・バイアス
（2月号）  年4回掲載

・FM鳥取「人権啓発放送」隔月放送 年6回放送 年6回放送 年6回放送
・広報誌「センターだより」毎月発行。ホームページ掲載  人権福祉センター（10箇所）による広報

紙「センターだより」の毎月発行・ホーム
ページ掲載。

 人権福祉センター（10箇所）による広報
紙「センターだより」の毎月発行・ホーム
ページ掲載。

 人権福祉センター（10箇所）による広報
紙「センターだより」の毎月発行・ホーム
ページ掲載。

・啓発冊子の購入「月間ヒューマンライツ」「月間部落解
放」等

庁内各部各支所配布 庁内各部各支所配布 庁内各部各支所配布

・啓発リーフレット発行等 【検討中】
人権情報センターとの共同作成
《人権啓発・学習資料》
 男女共同参画 3,000部

人権情報センターとの共同作成
《人権啓発・学習資料》
「つながる」って、ゆたかだ
―だれもが安心して暮らせるまち―
3,000部

人権情報センターとの共同作成
《人権啓発・学習資料》
「知らないからわからない」から「知らな
いからわかりたい」へ
10,000部

新規…第50回市民集会記録番組の政策、全
体会のネット配信

〇職域における啓発の促進
 職域での人権研修を促進するため、企業の代表者、人権推
進員、社員対象に研修会を実施しています。

・代表者対象研修会
  6/10 参加者数76人
・企業人権啓発推進員対象研修会
 10/7
・社員対象研修会
    2/5

・代表者対象研修会
  6/13 参加者数76人
・企業人権啓発推進員対象研修会
 10/9, 10 参加者数317人
・社員対象研修会
    2/6 参加者数58人

・代表者対象研修会
  7/19 参加者数95人
・企業人権啓発推進員対象研修会
 10/3, /4 参加者数254人
・社員対象研修会
    2/7 参加者数48人

 企業が行う人権計画策定や研修を促進するため、人権教育
推進員が企業を訪問し、支援を行います。

計画的な実施に努め、企業内研修に関への
講師派遣や人権施策の啓発を実施。

計画的な実施に努め、企業内研修に関への
講師派遣や人権施策の啓発を実施。

計画的な実施に努め、企業内研修に関への
講師派遣や人権施策の啓発を実施する。

〇「学校人権教育推進プラン」

 現在のプランは、教育基本法の精神に則り、人権施策基本
方針第3次改訂（令和6年4月改訂）ふまえ令和7年4月に改訂さ
れたもの。教育委員会では、自らの権利とともに他者の権利
を尊重する重要性を学び、生活に生かした行くことを主眼
に、1人権尊重精神の涵養を図る教育に取り組み、2自ら学び
自ら考える豊かな人間性を培い、3家庭・学校・職場などが役
割を持ち協働して取り組む人権教育を推進していくことを
「人権教育基本方針」として定めている。

 各学校人権教育主任及び採用2年目の者
を対象にした鳥取市教職員研修において、
学校での人権教育を具体的に進めていくた
めに、「学校人権教育推進プラン」の第2
次改訂の趣旨や改訂内容について周知を
図った。

 各学校人権教育主任及び採用2年目の者
を対象にした鳥取市教職員研修において、
学校での人権教育を具体的に進めていくた
めに、「学校人権教育推進プラン」の第2
次改訂の趣旨や改訂内容について周知を
図った。

 人権施策基本方針第3次改訂をふま
え、「学校人権教育推進プラン」の第2
次改訂を行った。鳥取市人権教育基本方
針改訂検討委員会を設置し、7月と8月の
計2回委員会を開催し改定案について協
議した。定例教育委員会及び文教経済委
員会の審議・報告を経て、年度末に市立
小・中・義務教育学校に周知する。

総合教育セン
ター

人権推進課

人権推進課
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〇　人材育成の取り組み
 本市の職員を対象に、さまざまな機会を捉えて人権に関
する研修を実施しながら、人材育成に取り組みます。地
域・職場等においては関係機関等と連携して人材育成プロ
グラムの作成ならびに研修等を行い、人材育成に努めてい
きます。
 また、人権問題の解決に向けた活動に取り組む市民団体
を、育成・支援していくよう努めていきます。

〇市職員の人材育成

 職員研修計画（新採研修、特定課題）
・人権とっとり講座 6/29〜10/19
・第52回人権尊重社会を実現する
 市民集会 10/7
・アンコンシャス・バイアスに関する研修
 （男女共同参画課）
・同和問題研修（人権推進課）
   7/2 参加者数 65人（課長補佐級、係長
級）

・人権とっとり講座 7/1〜9/11
・第51回人権尊重社会を実現する
 市民集会 8/7
・アンコンシャス・バイアスに関する研修
  3/19 参加者数 31人（係長級）
・同和問題研修（人権推進課）
   7/2 参加者数 71人（係長級）

・人権とっとり講座 6/27〜9/28
・第50回人権尊重社会を実現する
 市民集会 8/23
・DV研修（男女共同参画課）
 12/11 参加者数 54名（係長級以下）
・同和問題研修（人権推進課）
   11/1  参加者数 60人（課長補佐級）

人権推進課

〇地域の指導者の養成

・地区同推協等会長研修会、地区人権啓発推進員研修会
・「鳥取市社会人権教育・啓発推進の手引き」を指導者用と
して各地区に隔年で配布（直近R6）

・会長研修会 6/30
    参加者数 45人
・地区人権啓発推進員研修会
 第1回  7/24、25
    参加者数 144人
 第2回  11/27、28

・会長研修会 6/27
    参加者数45人
・地区人権啓発推進員研修会
 第1回  7/18、19
    参加者数 161人
 第2回  12/5、6
      参加者数 125人

・会長研修会 6/28
    参加者数 46人
・地区人権啓発推進員研修会
 第1回  7/19、20
    参加者数 137人
 第2回  12/6、7
           参加者数 143人

人権推進課

〇職域の指導者の養成

・市人協専門部会推進員研修
・人企連への支援

・行政関係部会
 人権啓発推進員研修会 7/15
    参加者数45人
 ※団体責任者対象研修会と併せ開催
・人企連
 リーダー養成講座 8/21、9/9

・行政関係部会
 人権啓発推進員研修会 10/23
    参加者数44人
 ※団体責任者対象研修会と併せ開催
・人企連
 リーダー養成講座 10/10、17
  参加者数 41社、48人

・行政関係部会
 人権啓発推進員研修会 9/19
    参加者数18人

・人企連
 リーダー養成講座 10/23、11/13
  参加者数 40社、47人

人権推進課

〇県外研修会、全国集会への派遣 全国集会（3大会）：各5名派遣 全国集会（2大会）：各5名派遣 全国集会（3大会）：5名派遣 人権推進課

〇人権とっとり講座

 地域、職域で人権教育・啓発の取組を推進する人材の育成
地域や職域（本市職員含む）への参加促進
を図る。

地域や職域（本市職員含む）への参加促進
を図る。
地域推進員参加者数  216名
職域参加者数 161名

地域や職域（本市職員含む）への参加促進
を図る。
地域推進員参加者数 164名
職域参加者数 244名

人権推進課

〇人権市民活動支援事業（市人権情報センター委託事業）
 人権活動を目的とした市民団体やNPOの主体的な取組を支
援

・4団体支援（同和問題、障がい者の防
災、平和と人権）

・4団体支援（同和問題、障がい者の防
災、平和と人権）

・3団体支援（同和問題、ハンセン病）
人権推進課
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（3）地域共生社会に向けた取組
〇だれ一人取り残さない地域共生の取組

①地域の福祉活動の促進（地域福祉推進計画実施事業）

　市社協と連携し地域の主体的な地域福祉活動を支援
  地域福祉相談センター、「話し愛・支え愛」推進事業

【地域福祉相談センター】
  センター 25か所
 
【「話し愛・支え愛」推進事業】

【地域福祉相談センター】
  センター 25か所
  相談件数 282件
【「話し愛・支え愛」推進事業】
  実施 2地区

【地域福祉相談センター】
  センター 25か所
  相談件数 411件
【話し愛・支え愛」推進事業】
  実施 4地区

地域福祉課

②居場所づくり事業の実施

 地域食堂
 子どもの学習支援事業

【地域食堂】
 実施箇所：47箇所
【子どもの学習支援事業】
 実施会場：3会場、利用人数：7人

【地域食堂】
 実施箇所：47箇所
【子どもの学習支援事業】
 実施会場：3会場、利用人数：7人

【地域食堂】
 実施箇所：43箇所
【子どもの学習支援事業】
 実施会場：3会場、利用人数：7人

中央人権
福祉センター

③多機関協働による包括的な支援体制の構築

 複合的課題への対応、断らない相談支援体制の構築
【相談支援包括化推進会議】
 実施回数

【相談支援包括化推進会議】
 実施回数：8回

【相談支援包括化推進会議】
 実施回数：11回

中央人権
福祉センター

〇ひとりぼっちをつくらない社会的孤独・孤立の解消
 望まない「孤独・孤立」の状態にあり、生きづらさを抱
えながらも「助けて」と言えない人たちがいます。令和
5(2023)年に孤独・孤立対策推進法が公布され、孤独・孤立
は、人生のあらゆる場面で誰にでも起こり得るもので、社
会全体で対応しなければならない問題とであることが示さ
れました。

①つながりサポーターの養成 【つながりサポーター養成研修】 【つながりサポーター養成研修】
 実施回数：13回
 新規登録人数：233人
 累計登録者数：863人

【つながりサポーター養成研修】
 実施回数：22回
 新規登録人数：377人
 累計登録者数：630人

中央人権
福祉センター

②孤独孤立対策官民連携プラットフォームによる取組  官民連携プラットフォームの構成団体の
拡充、「つながりサポーター養成研修」の
共同実施、物流業界との包括連携による
フードサポート事業の実施。

 官民連携プラットフォームの構成団体の
拡充、「つながりサポーター養成研修」の
共同実施、物流業界との包括連携による
フードサポート事業の実施。

 官民連携プラットフォームの構成団体の
拡充、「つながりサポーター養成研修」の
共同実施、物流業界との包括連携による
フードサポート事業の実施。

中央人権
福祉センター

③相談支援包括化推進会議（重層的支援会議）による個別支援

 複合的課題への対応、様々な生活課題を抱えた生活困窮者
の自立支援

（再掲）
【相談支援包括化推進会議】

（再掲）
【相談支援包括化推進会議】
 実施回数：8回

（再掲）
【相談支援包括化推進会議】
 実施回数：11回

中央人権
福祉センター

 地域共生社会とは、人々が「支え手側」と「受け手側」
に分かれるのではなく、地域のあらゆる住民が役割を持
ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニ
ティを育成し、公的な福祉サービスと協働して助け合いな
がら暮らすことのできる社会とするためには、安心して暮
らすことのできる地域福祉の推進を基本理念とする「鳥取
市地域福祉推進計画」と連携し、①人権課題を含む地域生
活課題を「我が事」として住民主体の課題解決の仕組みを
つくること、②市町村において、地域づくりの取組の支援
と公的な福祉サービスへのつなぎを含めた「丸ごと」の包
括的な相談支援体制を確立することが必要です。
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推進体制および進捗管理
 関係部局が横断的に連携するよう「鳥取市人権施策推進
庁内会議」で調査・検討を行うとともに、連絡、調整など
の情報共有や施策の進捗状況を点検し適切な管理に努めま
す。「市政推進統括本部会議」で施策方針の決定や情報共
有を図ることでより一層の施策推進をめざします。
 施策の推進に当たっては、基本方針に基づく事業を定期
的に評価し、庁内横断的な組織により進行管理を行いま
す。

①推進体制

・人権施策推進庁内会議で各人権課題に応じた施策を推進。
新たな人権課題の対応等の検討。
・市政推進統括本部会議で重要施策の方針の決定や情報共有
を図りながら全庁的な推進を図る 人権推進課

②進捗管理

・人権施策推進庁内会議で各人権課題に応じた施策を定期的
に評価、進行管理を行う。 人権推進課

・4月 実施事業の取組、前年度事行の
    評価の評価
・5月 庁内会議で検証、改善策事業の
    検討 （各課→人権推進課に報
告）
・1月 庁内会議（実施事業仮評
    価、課題の共有、改善）
・1月 人権尊重の社会づくり協議会で
    報告、意見受付
・2月 市政推進統括本部で報告
    （協議会委員の意見等のフィー
    ドバック、改善、事業への反映）

・4月 実施事業の取組、前年度事行の
    評価の評価
・5月 庁内会議で検証、改善策事業の
    検討 （各課→人権推進課に報
告）
・1月 庁内会議（実施事業仮評
    価、課題の共有、改善）
・2月 人権尊重の社会づくり協議会で
    報告、意見受付

・7月 実施事業の取組、前年度事行の
    評価の評価
・8月 庁内会議で検証、改善策事業の
    検討 （各課→人権推進課に報
告）
・2月 庁内会議（実施事業仮評
    価、課題の共有、改善）
・3月 人権尊重の社会づくり協議会で
    報告、意見受付
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